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01   NOHMI REPORT

財務ハイライト

業績の推移（連結）
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区　　　　　分 第61期
（平成17年3月期）

第62期
（平成18年3月期）

第63期
（平成19年3月期）

第64期
（平成20年3月期）

受 注 高 72,030百万円 77,270百万円 83,492百万円 85,076百万円

売 上 高 73,956百万円 75,147百万円 79,705百万円 84,947百万円

経 常 利 益 2,284百万円 2,641百万円 3,906百万円 5,151百万円

当 期 純 利 益 1,177百万円 1,354百万円 2,067百万円 2,853百万円

１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 26.88円 30.59円 43.44円 47.26円

総 資 産 63,719百万円 64,432百万円 77,443百万円 81,249百万円

純 資 産 29,489百万円 30,938百万円 46,645百万円 49,318百万円
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株主の皆様へ

　当連結会計年度におけるわが国経済は、輸出が増加傾向で推
移し、景気は緩やかな回復基調で推移しておりましたが、サブ
プライムローン問題を背景とするアメリカ経済の減速や株式、
為替市場の変動、原油価格の動向などからして不透明な先行き
となっております。
　一方、当防災業界は、公共投資は低調に推移し、住宅用火災
警報器の設置対象である住宅投資もなお低水準となっており、
依然として市場価格は低迷するなど厳しい経営環境となってお
ります。
　このように構造的に厳しい状況の中で当社グループは平成19
年度から３年間にわたる新しい中期経営計画を策定し「防災の
プレミアムブランドの確立をめざす」をスローガンに掲げ、以
下の重点施策をつうじて企業体質の改善を目指してまいりまし
た。
　経営監理の強化として
　●新市場の開拓
　●既存事業の変革
　●連結経営の強化
　企業力の基盤整備として
　●研究開発、技術力の強化
　●生産力の強化
　●海外事業の強化
　●基幹業務システムの強化
　●防災のプロ集団としての人材育成の強化
　その結果、当連結会計年度の受注高は85,076百万円、前年
同期比1.9％増、売上高は84,947百万円、前年同期比6.6％増
となりました。
　売上高の内訳をセグメント別にみますと、火災報知設備は 
35,671百万円、前年同期比5.8％増、消火設備は24,942百万
円、前年同期比21.1％増、保守点検等は20,863百万円、前年
同期比1.7％増、その他は3,470百万円、前年同期比28.9％減
となりました。
　また、利益につきましては、経常利益は5,151百万円、前年
同期比31.9％増となり、さらに、当期純利益は2,853百万円、
前年同期比38.0％増となりました。
　以上のような状況のなか、当連結会計年度の配当金といたし
ましては期末配当金を１株につき普通配当金５円、特別配当金
３円の計８円とし、中間配当金５円と合わせ１株につき年間13

円とさせていただきました。
　当連結会計年度は３ヶ年中期経営計画の初年度として、社員
一丸となって事業の改善に取り組んだ結果、概ね期待した成果
を達成することができました。
　今後の経済見通しとしましては、輸出は緩やかな増加傾向に
あるものの、企業収益は弱まりつつあり、サブプライムローン
問題や原油価格の高騰などの影響から当面は減速が続くものと
予想されます。
　一方、当防災業界におきましては、公共投資が減少傾向で推
移することが見込まれることや、引き続く価格競争の厳しさな
どから、当社グループをとりまく経営環境は依然として厳しい
状況が続くものと思われます。
　このような局面に対処するため、当社グループは「防災のプ
レミアムブランドの確立をめざす」をスローガンに掲げ、平成
19年度から３年間にわたる中期経営計画のもと、その目標を達
成すべく、特に以下の項目を重点施策として企業体質の改善を
目指してまいります。
　●事業運営力の強化
　●業績目標管理の強化
　●連結経営の強化
　●研究開発・技術力の強化
　株主の皆様におかれましては、今後とも何とぞ格別のご理解
とご支援を賜りますようお願い申しあげます。

能美防災株式会社
代表取締役社長　橋　爪　　毅
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03   NOHMI REPORT

財務諸表（連結）

連結貸借対照表の要旨（平成20年3月31日現在）
（単位　百万円）

期　別
科　目 当連結会計年度 前連結会計年度

（ご参考）

資 産 の 部 81,249 77,443

流 動 資 産 62,510 57,946

現 金 及 び 預 金 16,078 12,216

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 28,523 28,970

有 価 証 券 2,000 2,000

た な 卸 資 産 13,764 13,115

繰 延 税 金 資 産 1,838 1,503

そ の 他 の 流 動 資 産 619 515

貸 倒 引 当 金 △� 313 △� 375

固 定 資 産 18,738 19,497

（有形固定資産） 9,408 8,833

建 物 及 び 構 築 物 3,490 3,785

土 地 3,448 3,433

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 2,469 1,614

（無形固定資産） 913 760

（投資その他の資産） 8,417 9,902

投 資 有 価 証 券 3,298 4,172

繰 延 税 金 資 産 2,197 2,160

そ の 他 の 投 資 等 3,078 3,764

貸 倒 引 当 金 △� 157 △� 195

資 産 合 計 81,249 77,443

期　別
科　目 当連結会計年度 前連結会計年度

（ご参考）

負 債 の 部 31,930 30,798

流 動 負 債 25,061 23,558

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 10,588 9,785

短 期 借 入 金 20 135

未 払 金 4,682 4,628

未 払 法 人 税 等 1,939 1,914

未 成 工 事 受 入 金 3,100 3,303

賞 与 引 当 金 2,942 2,261

役 員 賞 与 引 当 金 － 80

完 成 工 事 補 償 引 当 金 57 54

工 事 損 失 引 当 金 279 204

そ の 他 の 流 動 負 債 1,450 1,191

固 定 負 債 6,868 7,239

退 職 給 付 引 当 金 5,859 6,294

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 594 527

負 の の れ ん 34 36

そ の 他 の 固 定 負 債 379 381

純 資 産 の 部 49,318 46,645

株 主 資 本 47,715 45,476

資 本 金 13,302 13,302

資 本 剰 余 金 12,744 12,744

利 益 剰 余 金 21,882 19,633

自 己 株 式 △� 213 △� 204

評価･換算差額等 523 1,025

その他有価証券評価差額金 320 844

為 替 換 算 調 整 勘 定 202 180

少数株主持分 1,079 144

負 債 純 資 産 合 計 81,249 77,443
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連結損益計算書の要旨（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

期　別
科　目 当連結会計年度 前連結会計年度

（ご参考）

売 上 高 84,947 79,705

売 上 原 価 60,770 57,680

売 上 総 利 益 24,176 22,025

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 19,347 18,223

営 業 利 益 4,829 3,801

営 業 外 収 益 533 400

受 取 利 息 ・ 配 当 金 （130） （70）

そ の 他 の 営 業 外 収 益 （403） （330）

営 業 外 費 用 211 295

支 払 利 息 （7） （67）

そ の 他 の 営 業 外 費 用 （204） （227）

経 常 利 益 5,151 3,906

特 別 利 益 10 35

特 別 損 失 234 95

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 4,927 3,846

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税 2,075 1,823

法 人 税 等 調 整 額 △� 23 △� 49

少 数 株 主 利 益 20 5

当 期 純 利 益 2,853 2,067

（単位　百万円）
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05   NOHMI REPORT

財務諸表（連結）

連結株主資本等変動計算書（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

株主資本 評価・換算差額等
少数株主
持　　分

純資産
合　計資本金 資　本

剰余金
利　益
剰余金 自己株式 株主資本

合　　計
そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平 成 19 年 3 月 31 日 残 高 13,302 12,744 19,633 △� 204 45,476 844 180 1,025 144 46,645 

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △� 302 △� 302 △� 302 

剰余金の配当（中間配当） △� 302 △� 302 △� 302 

当 期 純 利 益 2,853 2,853 2,853 

自 己 株 式 の 取 得 △� 10 △� 10 △� 10 

自 己 株 式 の 処 分 0 0 1 1 

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額（純額） △� 523 21 △� 502 935 433 

連結会計年度中の変動額合計 － 0 2,248 △� 9 2,239 △� 523 21 △� 502 935 2,673 

平 成 2 0 年 3 月 31 日 残 高 13,302 12,744 21,882 △� 213 47,715 320 202 523 1,079 49,318 

（単位　百万円）

連結キャッシュ・フロ－計算書の要旨（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

期　別
科　目 当連結会計年度 前連結会計年度

（ご参考）
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 5,733 △� 838

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー △� 1,831 △� 850

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー △� 732 7,481

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △� 10 ―

Ⅴ現金及び現金同等物の増減額 3,158 5,793

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 14,017 8,224

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 17,175 14,017

（単位　百万円）

010_0678001302006.indd   5 2008/06/07   18:18:35



06

財務諸表（個別）

個別貸借対照表の要旨（平成20年3月31日現在）
（単位　百万円）

期　別
科　目 当　　期 前　　期

（ご参考）

資 産 の 部 70,237 68,645

流 動 資 産 52,729 50,956

固 定 資 産 17,507 17,688

（有形固定資産） 8,662 8,691

（無形固定資産） 866 739

（投資その他の資産） 7,978 8,258

資 産 合 計 70,237 68,645

負 債 の 部 27,644 26,956

流 動 負 債 21,280 20,118

固 定 負 債 6,363 6,837

純 資 産 の 部 42,593 41,688

株 主 資 本 42,282 40,872

資 本 金 13,302 13,302

資 本 剰 余 金 12,744 12,744

利 益 剰 余 金 16,384 14,964

自 己 株 式 △� 148 △� 138

評価・換算差額等 310 816

その他有価証券評価差額金 310 816

負 債 純 資 産 合 計 70,237 68,645

個別損益計算書の要旨（平成19年4月1日～平成20年3月31日）

期　別
科　目 当　　期 前　　期

（ご参考）

売 上 高 72,758 68,703

売 上 原 価 52,935 50,627

売 上 総 利 益 19,822 18,076

販売費及び一般管理費 16,329 15,332

営 業 利 益 3,492 2,743

営 業 外 収 益 486 426

営 業 外 費 用 212 294

経 常 利 益 3,767 2,876

特 別 利 益 10 35

特 別 損 失 231 90

税引前当期純利益 3,546 2,821

法人税・住民税及び事業税 1,453 1,387

法 人 税 等 調 整 額 68 △� 108

当 期 純 利 益 2,025 1,543

（単位　百万円）
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TOPICS

グラントウキョウノースタワーへ製品納入
東京駅八重洲北口に誕生した「グラントウキョウノースタワー」は地上43階地下
４階、最高高さ205ｍを誇る超高層タワーです。地下１階から13階が百貨店、17
階から42階までがハイスペックな機能を備えたオフィスとなっており、17階はオ
フィス専用スカイロビーとなっています。当社は、東京駅と直結した「グラント
ウキョウノースタワー」へ自動火災報知システムをはじめ、最新鋭の防災システ
ムを納入しております。

グラントウキョウサウスタワーへ製品納入
地上42階地下４階、最高高さ205ｍを誇る「グラントウキョウサウスタワー」が
東京駅八重洲南口に誕生しました。東京駅と直結しており利便性の高い「グラン
トウキョウサウスタワー」は、地下１階は商業施設、地上５階以上が先進のオフ
ィスになっています。当社におきましては、最新鋭の防災システムを納入し、安
心、安全を提供しております。
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超大規模システムに対応した先進機能を搭載
「R－24E」

R-24Eシステムは、余裕のシステム構築で、従来の超大規模建物向け
R-22EXシステムに対し、最大アドレスの拡張と最大50kmの防災LANによ
り、さらに広域な建物への対応が可能となりました。また、双方向通信に
よる防災LAN幹線の省線化を実現しています。さらに防災LANを柔軟に構
築することができるようになり、防災LAN設置後、増築工事などが発生し、
防災LANを拡張する場合にでも、既設部分を一切変更することなく、防災
LANを拡張できます。火災受信機にはタッチパネル式大型TFTカラーディス
プレイを採用し、見やすさ、わかりやすさ、使いやすさが向上しました。

赤外線３波長式炎検知器「Infrex Eye」（非防爆構造）
Infrex Eye（赤外線３波長式炎検知器）は、物が燃焼す
るときに発生する、炎からの放射エネルギー（CO2共鳴
放射）と炎のちらつきを捉えることにより、炎をともな
う火災を速やかに検知するものです。高感度でありなが
ら、耐非火災報性能が高いため、大空間の建物のみなら
ず、屋外施設、文化財建造物、工場防災にも最適な炎検
知器です。自己診断機能を装備しており、異常が発生し
た場合、異常信号を送出します。また、受光窓の汚損状
況を自動的にチェックします。
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会社の概況

会社の概況（平成20年3月31日現在）

設 　 立 昭和19年５月５日

資 本 金 13,302,282,161円

株 式 数 発行可能株式総数� 160,000,000株
発行済株式の総数� 60,832,771株

株 主 数 4,473名（前期末比  280名減）

従 業 員 数 2,068名（連結）
1,336名（個別）

大株主

株 主 名 持 株 数 出資比率

セ コ ム 株 式 会 社 30,598千株 50.3%

能 美 防 災 代 理 店 持 株 会 1,618 2.7

能 美 防 災 取 引 先 持 株 会 1,455 2.4

能 美 防 災 従 業 員 持 株 会 1,371 2.3

株 式 会 社 三 菱 
東 京 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 1,140 1.9

富 士 電 機 ホ ー ル 
デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 855 1.4

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 765 1.3

東 京 海 上 日 動 
火 災 保 険 株 式 会 社 745 1.2

能 美 防 災 安 衛 協 持 株 会 693 1.1

三 井 住 友 海 上 
火 災 保 険 株 式 会 社 679 1.1

（平成20年3月31日現在）

取締役および監査役

取 締 役 相 談 役 木 　 村 　 敞 　 一
代表取締役会長 田 　 上 　 　 　 征
代表取締役社長 橋 　 爪 　 　 　 毅
専 務 取 締 役 田 　 山 　 雄 　 史
常 務 取 締 役 橘 　 　 　 幸 　 正
常 務 取 締 役 内 　 山 　 　 　 順
常 務 取 締 役 梶 　 田 　 和 　 男
常 務 取 締 役 森 　 　 　 俊 　 幸
取 締 役 樋 　 口 　 公 　 啓
取 締 役 前 　 田 　 修 　 司
取 締 役 小 松 崎 　 常 　 夫
取 締 役 武 　 田 　 迪 　 夫
取 締 役 澤 　 野 　 眞 　 琴
取 締 役 荒 　 井 　 　 　 一
取 締 役 藤 　 井 　 清 　 隆
取 締 役 曽 　 田 　 義 　 則
取 締 役 五 十 嵐 　 　 　 明
取 締 役 石 　 井 　 博 　 明
取 締 役 伊 　 藤 　 龍 　 典

常 勤 監 査 役 椎 　 名 　 宏 　 之
常 勤 監 査 役 能 　 美 　 昌 二 郎
監 査 役 山 　 下 　 　 　 尚
監 査 役 石 　 井 　 藤 次 郎
監 査 役 白 　 倉 　 三 　 德
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10

企業集団の主要な事業所等

名　称 所　　　在　　　地
本 社 東京都千代田区九段南４丁目７番３号

支 社

北海道（札幌市）、東北（仙台市）、新潟、
茨城（水戸市）、北関東（さいたま市）、
西関東（八王子市）、丸の内（千代田区）、
千葉、横浜、長野、静岡、名古屋、金
沢、大阪（吹田市）、京都、神戸、広島、
岡山、九州（福岡市）、熊本

営 業 所

青森、盛岡、秋田、郡山、宇都宮、群
馬（高崎市）、岐阜、三重（津市）、富山、
福井、高松、松山、長崎、大分、宮崎、
鹿児島、沖縄（那覇市）他16箇所

工 場 三鷹、メヌマ（熊谷市）
城東事務所 江東区

研 究 開 発
セ ン タ ー 千代田区、新宿区、熊谷市

① 当社

名　　　　　　称 所　在　地
日 信 防 災 株 式 会 社 千 代 田 区
能 美 設 備 株 式 会 社 新 宿 区
防災エンジニアリング株式会社 江 東 区
大 阪 ノ ー ミ 株 式 会 社 吹 田 市
四 国 ノ ー ミ 株 式 会 社 高 松 市

② 主要な子会社等

企業集団の主要な事業内容

　イ．防災に関する受託実験・企画・提案
　ロ．�各種防災設備、システムの企画、開発、設計、施

工、保守
　ハ．上記機器の設計、製造、販売
　ニ．�駐車場車路管制システムの設計、製造、施工、販

売及び保守
　なお、各種防災設備、システムとは下記のとおりであ
ります。

（主な防災設備）
　　�火災報知設備、防火・防排煙設備、消火設備（スプ

リンクラーなど）、ガスもれ警報設備、非常用放送
設備、避難誘導設備、防犯警報設備、各種防災機器

（消火器など）

（主なアプリケーション・システム）
　　�ビル・地下街防災システム、文化財防災システム、

住宅防災システム、工場防災システム、船舶・車
両・航空機防災システム、通信機器室・コンピュー
ター室など火災予兆システム

　企業集団の事業内容を種類別セグメントで表しますと
下記のとおりであります。

セグメント別 主　要　営　業　品　目

火災報知設備

火災報知設備、防火・防排煙設備、
ガスもれ警報設備、非常用放送設
備、避難誘導設備、住宅防災シス
テム、火災予兆システム

消 火 設 備
スプリンクラーなど消火設備、プ
ラント防災システム、トンネル防
災システム

保 守 点 検 等 各種防災機器に係る保守点検・補
修業務

そ の 他 防犯警報設備、プリント板組品、
駐車場車路管制システム
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株主メモ

事 業 年 度 毎年４月１日から翌年３月31日まで
定 時 株 主 総 会 毎年６月開催
基 準 日 定 時 株 主 総 会

期 末 配 当 金
中 間 配 当 金

毎年３月31日
毎年３月31日
毎年９月30日

単 元 株 式 数 1,000株
公 告 の 方 法 当社の公告方法は、電子公告とします。

ただし、事故その他やむを得ない事由によっ
て電子公告をすることができない場合は、日
本経済新聞に掲載して行います。なお、電子
公告は当社のホームページに掲載しており、
そのアドレスは次のとおりであります。
http://www.nohmi.co.jp/

株 主 名 簿 管 理 人 大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

同事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社　証券代行部

郵 便 物 送 付 先 〒183-8701　東京都府中市日鋼町１番10
住友信託銀行株式会社　証券代行部

電 話 照 会 先 （住所変更等用紙のご請求）0120-175-417
（その他のご照会）　　　　0120-176-417

イ ン タ ー ネ ッ ト http://www.sumitomotrust.co.jp/
ホームページURL STA/retail/service/daiko/index.html
同 取 次 所 住友信託銀行株式会社本店および全国各支店

買 増 制 度 の 採 用 当社は単元未満株式に不足分を買増して単元
株式（1,000株）におまとめいただけるよう
単元未満株式の買増制度を採用しております。

〒102-8277　東京都千代田区九段南４-７-３
電話（03）3265-0211（代表）
URL  http://www.nohmi.co.jp/
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